[bookmark: _Hlk238723314][bookmark: _Hlk238724301]このファイルは、令和8年度、西暦2026年度から令和12年度、西暦2030年度までの西多摩地域広域行政圏計画について、55ページから72ページまでの音声読み上げ用に作成したものです。

[bookmark: _Hlk238723694]作成にあたって、適切に読み上げられないような箇所については、ふりがなをつけておりますが、読み上げソフトを使用して、お聞きいただく中で、適切に読み上げられていない箇所や、内容が不明な点がございましたら、事務局まで御連絡ください。
該当箇所を確認の上、修正させていただきます。

事務局の連絡先は、代表電話で0428-22-1111、内線2440です。

[bookmark: _Hlk239088195]また、奥付を除いて、本文中の、「年度」、「ねん」について、西暦を併記しなくても内容が伝わる箇所は、原則、和れきのみを読み上げておりますので、御了承願います。

よろしくお願いいたします。


（55ページ　説明開始）

タイトル
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資料1、西多摩地域広域行政圏協議会規約

第1章 総則
（もくてき）
第1条、この協議会は、西多摩地域の一体てき整備と住民の福祉増進を図るため、広域行政圏計画の策定及び、広域行政圏に関する必要な事務の連絡調整を行うことを目的とする。
（めいしょう）
第2条、この協議会は、西多摩地域広域行政圏協議会（以下、「協議会」）という。
（協議会を設ける市町村）
第3条、協議会は、次に掲げる市町村（以下、「関係市町村」という。）が、これを設ける。
  第1号、青梅市
　第2号、福生市
　第3号、羽村市
　第4号、あきる野市
　第5号、瑞穂まち
　第6号、日の出まち
　第7号、檜原村
　第8号、奥多摩まち
（担任事務）
第4条、協議会は、次に掲げる事務を行う。
　第1号、広域行政圏計画の策定に関すること。
　第2号、広域行政圏計画実施の連絡調整に関すること。
　第3号、ぜん2号に掲げるもののほか、協議会の目的達成のために必要な事項に関すること。
（事務所）
第5条、協議会の事務所は、会長の属する市町村の事務所内に置く。
第2章、組織
（組織）
第6条、第1項、協議会は会長及び委員7人をもって組織する。
第2項、会長は、関係市町村長が協議して定めた市町村長をもって、これに充てる。
第3項、委員は、会長を除く関係市町村長をもって、これに充てる。
第4項、会長の任期は、2年とする。
第5項、会長及び委員は、非常勤とする。
（会長の職務代理）
第7条、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定した委員が、会長の職務を代理する。
（事務局及び職員）
第8条、第1項、協議会に事務局を置く。
第2項、事務局に事務局長、事務局次長及びその他の職員（以下「職員」という。）を置く。
第3項、職員は、関係市町村長の協議により、当該市町村の職員のうちから、会長が選任する。
第4項、職員は、会長の命を受け、協議会の事務を処理する。
第3章 会議
（会議）
第9条、協議会の会議は、協議会の事務に関する基本的な事項を決定する。
（会議の招集）
第10条、第1項、協議会の会議は、会長がこれを招集する。
第2項、会長は、委員の半数以上の者から、会議の招集の請求があるときは、これを招集しなければならない。
第3項、会議開催の場所及び日時は、会議に付すべき事件とともに、会長があらかじめこれを委員に通知しなければならない。
（会議の運営）
第11条、第1項、協議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。
第2項、会長は、協議会の会議の議長となる。
第3項、協議会の会議の議事、その他会議の運営に関し必要な事項は、協議会の会議で定める。
（幹事会等）
第12条、第1項、第4条に掲げる事務のうち、基本的事項以外の事項で、協議会の会議で定めるものを処理するため、協議会に幹事会等を置くことができる。
第2項、幹事会等の組織及び運営に関して必要な事項は、協議会の会議に諮って会長が別に定める。
（審議会）
第13条、第1項、協議会は、協議会の諮問に応じ、重要な事項について、調査審議する審議会を置くことができる。
第2項、審議会の組織及び運営に関して必要な事項は、協議会の会議に諮って会長が別に定める。
第4章 財む
（経費の支弁の方法）　
第14条、第1項、協議会の事務に要する費用は、関係市町村が負担する。
第2項、前項の規定により関係市町村が負担すべき額は、協議会の会議において定める。
第3項、関係市町村は、前項の規定による負担きんを協議会に納付しなければならない。
（歳入歳出予算）
第15条、第1項、協議会の予算は、ぜん条第3項の規定により納付される、負担きん及び補助きん、繰越きんその他の収入をその歳入とし、協議会の事務に要するすべての経費を歳出とする。
第2項、会長は、毎会計年度予算を調製し、年度開始前に、協議会の会議を経なければならない。
第3項、協議会の会計年度は、地方公共団体の会計年度による。
第4項、会長は第2項の規定により予算が協議会の会議を経たときは、当該予算の写しを速やかに関係市町村長に送付しなければならない。
（予算の補正）
第16条、第1項、会長は、協議会に係る既定予算に、追加または変更を加える必要があると認めるときは、補正予算を調製し、協議会の会議に、はからなければならない。
第2項、前項の規定により補正予算が協議会の会議を経たときは、ぜん条第4項の規定を準用する。
（出納および現金の保管）
第17条、第1項、協議会の出納は、会長が行う。
第2項、協議会に属する現金は、会長が協議会の会議を経て定める、銀行その他の金融機関に、これを預け入れなければならない。
（出納員）　　
第18条、第1項、会長は、職員のうちから協議会出納員を命ずることができる。
第2項、協議会出納員は、会長の命を受けて、協議会の出納その他の会計事務をつかさどる。
（決算等）
第19条、第1項、会長は、毎会計年度終了後2か月以内に決算を調製し、会長が協議会の会議に諮って指名する委員の監査に付したのち、協議会の会議の認定を経なければならない。
第2項、前項の規定により、決算が協議会の認定を経たときは、会長は当該決算の写しを、速やかに関係市町村長に送付しなければならない。
（その他の財務に関する事項）
第20条、この規約に特別の定めがあるもののほか、協議会の財務に関しては、地方自治法（昭和22年法律第67号）に定める普通地方公共団体の財務に関する手続きの例による。
第5章 補そく
（事務処理の状況報告等）
第21条、協議会は、少なくとも1回以上、協議会の事務の処理状況を記載した書類を関係市町村長に提出するものとする。
（費用弁償等）　　　　
第22条、第1項、会長、委員及び職員は、その職務を行うために要する費用の弁償等を受けることができる。
第2項、前項の費用弁償等の額および支給方法は、規程で定める。
（協議会解散の場合の措置）
第23条、協議会が解散した場合においては、関係市町村が協議によりその事務を承継する。この場合においては、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、会長であった者がこれを決算する。
（協議会の規程）
第24条、協議会は、この規約に定めるものを除くほか、協議会の担任する事務の管理及び執行、その他協議会に関して必要な規程を設けることができる。
附そく
（施行期日）
第1号、この規約は昭和58年7月1日から施行する。
（経過措置）
第2号、協議会が設けられた年度の予算に関しては、第15条第2項ちゅう、「年度開始前に」とあるのは、「速やかに」と読みかえるものとする。
附そく
この規約は、平成3年11月1日から施行する。
附そく
この規約は、平成7年9月1日から施行する。
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資料2、西多摩地域広域行政圏協議会審議会規程

（もくてき）
第1条、 この規程は、西多摩地域広域行政圏協議会規約、第13条第2項の規定に基づき、審議会の組織および運営に関し、必要な事項を定めるものとする。
（めいしょう）
第2条、この審議会は、西多摩地域広域行政圏協議会審議会（以下、「審議会」）という。
 （しょしょう事務）　
第3条、審議会は、西多摩地域広域行政圏協議会（以下、「協議会」という。）会長の諮問に応じ、または協議会会長が必要と認めた事項について、調査審議する。
（そしき）
第4条、審議会は、委員24人以内で組織する。
（委員）
第5条、審議会委員は、協議会の関係市町村の議会議員のうちから、協議会会長が委嘱する。
（任期）
第6条、審議会委員の任期は2年とする。ただし、補欠委員の任期は前任者のざん任期間とする。
（会長および副会長）
第7条、第1項、審議会に会長および副会長を置く。
第2項、会長および副会長は、委員の互選により定める。
第3項、会長は、審議会を代表し、かいむを総理する。
第4項、副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。
（会議）
第8条、第1項、会議は、全体会議および代表者会議とする。
第2項、全体会議および代表者会議は、協議会会長が、必要に応じて招集し、審議会会長がその議長となる。
第3項、会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。
（報酬）
第9条、委員の報酬および費用弁償の支給については、別に規程で定める。
（経費の支弁）
第10条、審議会の事務の管理および執行に要する費用は、協議会が負担する。
（庶む）
第11条、審議会の庶務は、協議会の事務局がこれを行う。
（ざっそく）
第12条、この規程に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、協議会会長が定める。

附そく
この規程は、昭和58年7月15日から施行する。
附そく
この規程は、平成4年10月8日から施行する。
附そく
この規程は、平成6年8月5日から施行する。
附そく
この規程は、平成7年9月1日から施行する。

（令和3年7月30日に決定した、会議の運営に関する合意事項）
1、会議は、原則として、ねん2回定例的に開催し、全体会議を開催する。
2、代表者会議の委員は、構成市町村議会議長とする。
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資料3、西多摩地域広域行政圏計画改訂検討会議設置要領
1、設置目的
西多摩地域広域行政圏計画の改訂案の策定を行うことを目的とする。
2、役割
現行計画の検証、地域の現況分析、地域課題の検討、目標の妥当性等、計画改訂案の策定までの一連の調査検討をその役割とし、必要に応じて協議会に報告し、指示を受けることとする。
3、編成
幹事をもって検討会議を編成することとし、座長に事務局長を充てる。
なお、検討会議に必要な事務は、協議会事務局が担当する。
4、部会
下部組織として事務作業部会を置くことができる。
カッコ1、目的
検討会議から指示のあった、計画改訂案の策定に必要な基礎的事項の調査､検討に係る事務作業を行うことを目的とする｡
カッコ2、役割
検討会議から指示のあった基礎的事項について､構成市町村に関わる関係資料の提供､課題の検討･整理等を行うことを役割とし､調査､検討等の結果報告を行うものとする｡
カッコ3、編成
事務局員をもって事務作業部会を編成することとし、座長に事務局次長を充てる。
5、その他
計画改訂案の策定の検討にあたり、専門的事項に属する内容等については、分野別検討部会規程第3条に規定する部会に、必要に応じて調査、検討を指示することとする。
6、設置期間
令和6年11月18日から令和8年3月31日までとする。
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資料4、意見募集（パブリックコメント）結果

本計画の原案について、皆様からの御意見をお伺いするため、意見募集を行いました。

審議会委員への意見照会
【実施期間】
令和7年11月21日から
令和7年12月17日まで
受付1名、意見1件

意見募集（パブリックコメント）の実施
【実施期間】
令和7年12月1日から
令和7年12月16日まで
受付6名、意見32件

（各テーマへの主な意見）

連携テーマ1、西多摩地域のブランド育成とプロモーションの推進に関する御意見

意見、八王子駅で開催したイベント（西多摩フェア）では、8市町村のキャラクターが登場し、とても楽しめた。今後も地域住民や観光客が楽しめる同様のイベントを開催してほしい。

意見に対する当協議会の考え方、32ページ、1の2のまる5、「西多摩地域の魅力の一体てきな情報発信りょくの強化」において、引き続き、8市町村のキャラクターが登場するイベント等を開催・出展してまいります。
以上

意見、西多摩は、都心から近いところで自然や文化に親しむことができる立地であることから、「日帰りの気軽さ」が強みであり、ニーズだと思う。苦手な分野を底上げする取組は必要かもしれないが、ニーズとずれてしまうのではないか。

意見に対する当協議会の考え方、西多摩地域での宿泊観光客が増えることで、観光消費額の拡大につながると考えております。
豊かな自然環境での滞在型観光の推進や、地域間移動の活性化を図り、日帰り観光客に加えて、西多摩地域での宿泊を伴う観光客を増やす取組を検討してまいります。頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、「にしたまねっと」のホームページを今回初めて知った。このような情報プラットホームは非常に重要。西多摩地域の内外にもっと認知してもらう必要がある。また、地域住民にも知ってもらう紙媒体などがあってもいいのでは。

意見に対する当協議会の考え方、当協議会の公式ウェブサイト、「にしたまねっと」は、観光プロモーションを始め、当協議会の共同事業や西多摩地域の情報等を、幅広く発信する重要な媒体の1つと考えております。引き続き、西多摩地域内外の皆様に広く認知いただけるよう、取り組んでまいります。
紙媒体の広報に関する御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、東京の食を支える上で、西多摩地域の農業は重要。持続的な農業の振興も計画に取り入れてほしい。

意見に対する当協議会の考え方、32ページ、1の3のまる7、「地域資源を生かした、ブランド育成と産業創出」において、西多摩産農産ぶつのPR等をおこなってまいります。頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、農業振興に関して、耕作放棄地の実態調査を実施してほしい。

意見に対する当協議会の考え方、頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、オーバーツーリズムなどによる環境破壊や環境汚染をいかに防ぐか、むしろ、観光客には自然の大切さを啓発することが重要。ただ単に観光客を増やすのではなく、環境保全を前提とした観光振興計画にしてほしい。

意見に対する当協議会の考え方、持続可能な観光振興を進める上で、西多摩地域の自然環境を将来に向かって保全する視点は、重要であると考えております。頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

連携テーマ2、西多摩の自然を生かした持続可能な地域づくりに関する御意見

意見、令和8年度は、秋がわ、多摩川流域における生物多様性の情報収集とあるが、特定外来生物のナガエツルノゲイトウという植物が、すでに荒川、相模川では大問題となっている。このような状況から、「当面は情報収集」とせず、令和8年度から実施するよう計画してほしい。

意見に対する当協議会の考え方、環境省が令和6年度に実施した、「特定外来生物の市区町村別侵入状況の把握のためのアンケート」の調査結果によると、西多摩地域では、当該特定外来生物の侵入を確認しておりません。
当協議会においては、管轄する環境省地方環境事務所や東京都の対応等を注視してまいります。頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、林業の振興は重要な視点であり、西多摩地域として取組が進められることを願っている。また、持続可能な地域という視点では、里山と田畑の維持継続も課題になる。

意見に対する当協議会の考え方、38ページ、2の1のまる1、「多摩産材の普及と利用拡大」や、2の5のまる6、「森林の健全な育成に取り組む」において、林業振興に資する取組を検討してまいります。
里山や田畑の維持継続に関する御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、道路やモノレールを建設する際、環境を破壊しないように配慮してほしい。気候変動、じゅう害、様々な汚染を鑑みるに、今後は開発よりも環境保全の方が重要。

意見に対する当協議会の考え方、頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

連携テーマ3、安全・安心・快適な暮らしを支える行政サービスの広域化に関する御意見

意見、公立病院が持続可能な医療を提供できるよう、西多摩地域の3公立病院における、広域連携と地域医療・介護提供体制の在り方を検討してほしい。
連携構築の1つの案として、地域医療連携推進法人を挙げたい。都知事が地域医療連携推進法人の認定を行うため、西多摩地域広域行政圏協議会として、東京都地域医療構想調整会議（西多摩）でも取り上げてもらえる環境を整えてほしい。

意見に対する当協議会の考え方、当協議会とは別組織の、福生病院企業団（公立福生病院）や、あきる病院企業団（公立あきる医療センター）に関係する事項となるため、本計画の取組には盛り込んでおりません。頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、大規模施設・公共施設の再編・集約、広域利用・共同整備を進めてほしい。

意見に対する当協議会の考え方、44ページ、3の2のまる3、「広域利用に向けた検討」および、まる4、「施設の適正配置、複合化の研究」において、取り組んでまいります。
以上

意見、他市で勤務・通学する市民も多いので、期日前含めた投票や、市民検診・ワクチン接種などは、自治体を超えて実施可能にしてほしい（ワクチンは予約制）。

意見に対する当協議会の考え方、頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、土砂災害は気候による原因だけではない。砂防えんてい、道路、トンネル、建築物など、現代土木によるコンクリート構造ぶつが、山、川、うみに与える影響は甚大。長崎県では、道路建設にあたり、土中環境の観点から計画を検討している。これ以上の土砂災害を起こさせない土木工事のありかたが求められる。今後の土木工事は土中環境の視点を取り入れてほしい。

意見に対する当協議会の考え方、頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、各種講演は共同開催にすれば、博識で講師費の高い演者を呼べ、テーマや進めかたも、多くの自治体の担当者が知恵を合わせることで、よりよい講演会になる。
また、傾聴・手話などの講習会は、受講した後にボランティアなどで活動する人も多いので、広域で触れ合って活動規模を大きくできるのはメリットになる。

意見に対する当協議会の考え方、当協議会では、毎年8市町村で医療や介護をテーマとした住民向け講演会を共同開催しております。
引き続き、44ページ、3の4のまる7、「地域包括ケアシステムの推進」の取組の1つとして、講演会等を開催してまいります。
傾聴・手話など、各種講演に関する御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、図書館は共同利用だけでなく、基本的に共同運営で蔵書を見直してほしい。また、他市の本の予約やうけわたしも、最も近い図書館で可能にしてほしい。
ただし、マイナンバーカードを利用カードとして使うことには反対。各人の本の利用情報を行政が把握することは思想心情の把握に繋がり、外国でも危惧されている。

意見に対する当協議会の考え方、頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、在宅医療介護や地域包括支援センターを広域で進めてほしい。

意見に対する当協議会の考え方、頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、公共交通の共同運行を進めてほしい。

意見に対する当協議会の考え方、44ページ、3の3のまる6、「AI等を活用した交通手段の研究」において、調査研究等をおこなってまいります。
以上

意見、災害時の広域連携での危機管理対策や実施は早急に進めるべき。

意見に対する当協議会の考え方、44ページ、3の5のまる9、「災害における広域連携体制の検討」において検討してまいります。頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、図書館の広域利用や公共交通機関に対する要望などは、広域連携の賜物。地域公共交通の課題は今後も大きくなっていく。特に、公共施設の広域利用や複合化などを考える際に、地域公共交通の課題が存在すると思われる。

意見に対する当協議会の考え方、44ページ、3の3のまる5、「公共交通の強化に向けた検討」の取組の1つとして、公共交通機関への利便性向上等に向けた要望活動を実施しております。引き続き、公共交通の利便性向上に向けて、取組を継続してまいります。
公共施設の広域利用等に関する御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

連携テーマ4、あすの西多摩を支える、ひと・組織の育成・活用に関する御意見

意見、これからの行政運営において、地域住民との協働は欠かせない。住民には地域への「愛着」を持ってもらう、行政には「共に歩んでゆく」姿勢が大事。行政と住民とのかんけいせいは、サービスの提供者と受け手という構図になりがちで、劇的に変わるものではないと思われるが、少しずつ取り組んでいくしかない。その点でも「社会教育（生涯学習）」の視点が重要。

意見に対する当協議会の考え方、頂いた御意見は、今後の参考とさせていただきます。
以上

意見、あらゆる業務の包括発注や行政運営共同化を進めてほしい。

意見に対する当協議会の考え方、50ページ、4の4のまる6、「行政運営の改善の取組」において、スケールメリットが見込める事案について、情報収集してまいります。
以上

（その他の意見）
貴重な御意見、ありがとうございました。今後の参考とさせていただきます。

意見・アイデアの概要

1、「職員一人当たりの人口」では、全国や東京都の平均よりも少ない。しかし西多摩地域でも、檜原村や奥多摩まちなどのさんかん部は人口密度は低いが、高齢化率が全国的に見ても高い。人口密度が低く、高齢者が多いことから、きめ細やかな行政対応が必要不可欠。
財政状況等を背景として、DX等を駆使して行政の業務効率化を進めていくという方向性には賛同するが、データに表れやすい点のみに着目することのないよう気を付けていただきたい。

2、今後の行政運営には地域住民の力を生かす視点が欠かせない。その際に重要になるのは「自分たちの住んでいる地域への愛着」だと考える。そのような点に関しても、可視化できるようなアンケート項目があるとよいのではないか。

3、5年間のロードマップに関して、施策によっては5年間で成果を示す必要があるのか、中長期的に取り組む検討課題との違いが明確ではないと感じた。計画に縛られ過ぎることのないよう、柔軟な取組を期待する。

4、東京都に対して、「三多摩格差」、そして多摩地区の中でも「西多摩格差」を緩和する予算配分を求めてほしい。

5、住民アンケートを見て、「地域住民の西多摩地域の魅力に関する理解が不足している」と感じた。
西多摩地域の魅力は、「西多摩地域の現在のイメージ」にあるとおり、豊かな自然が都市部に近いところにあるという点は大きい。その自然に関する「施策の重要度、満足度」では、施策5（森林を整備する）、施策6（自然環境を保全する）、施策7（多摩産材を活用する）、施策8（生物多様性を保全する）など、軒並み重要度が低く捉えられている。豊かな自然を維持管理していくことの重要性についての理解や関心が低いように感じ、大きな課題。

6、移住・定住促進に向けた、そと向きのPRだけではなく、内向きのPRもさらに力を入れていく必要がある。自分たちの暮らす市町村はイメージを持ちやすいが、西多摩という地域の一員であるという意識、西多摩というくくりでモノを考える機会というのは、あまりないかたも多いのでは。住民ニーズの把握と住民の意識涵養のいっせき二鳥の手立てとして、「タウンミーティング」が考えられる。アンケート調査に加えて、タウンミーティングの開催も今後取り組んでみてはいかがか。

7、社会教育には、教える側と教えられる側に明確に区別されず、相互に影響しあう視点がある。学び合いを通じて、行政と住民、また住民同士のつながりづくりになる。行政と行政の横のつながり創出にもいかせる。最近では、学校教育との連携も視野に入れ、「地域学校協働事業」なども進められている。学校は地域の核になりうる存在で、長期的には未来の地域を担う人材育成につながる。多様な施策を進めていくにあたって、社会教育的な視点も考慮していただきたい。

8、地域政策は、現に地域に住む人たち、魅力を感じて移住・定住したい人たちの視点から立てられなければならない。「多摩の自然や地域の特色を生かしたまちづくり」、「地域での子ども・若者が伸びる・育つの応援」、「移住・定住の促進と良質な住宅の充実」が軸となる。

9、国の想定も、予測より遥かに急速にしょうし高齢化、人口減少が進んでおり、西多摩でも今の予測より深刻なしょうし高齢化、人口減少が進むと想定すべき。税収や労働者も予測より大幅減のパターンを考えるべき。

10、米軍横田基地の周辺住民は騒音の被害に悩まされ、高周波電波の障がいは異常。落下物や墜落の危険にもさらされている。横田基地の返還を求め、西多摩における商業・交通の拠点とするとともに、武蔵野の自然を回復し、緑の地帯をつなげるプランを立ててほしい。

11､上下水道の補修、市道や区画整理の計画、実行を広域で早急に進めるべき。
以上

（60ページから64ページまで　説明終了）


（65ページ　説明開始）

資料5、西多摩地域広域行政圏協議会審議会への諮問

にしこうきょう第84号
令和8年2月12日

西多摩地域広域行政圏協議会審議会
会長　やまざき　まさる 様

西多摩地域広域行政圏協議会　
会長　おおせまち　利明

西多摩地域広域行政圏計画、令和8年度、西暦2026年度から令和12年度、西暦2030年度までの案、の諮問について
西多摩地域広域行政圏協議会規約第13条、および西多摩地域広域行政圏協議会審議会規程第3条にもとづき、下記の事項について 、貴審議会の意見を求めます。

き

西多摩地域広域行政圏計画、令和8年度、西暦2026年度から令和12年度、西暦2030年度までの案について

以上

（65ページ　説明終了）


（66ページ　説明開始）

資料6、西多摩地域広域行政圏計画についての答申

西多摩地域広域行政圏協議会
会長　おおせまち　利明 様

西多摩地域広域行政圏計画、令和8年度、西暦2026年度から令和12年度、西暦2030年度までについての答申
令和8年2月12日付、にしこうきょう第84号で諮問されたこのことについて、審議会としては、本計画は妥当であると認め、ここに答申します。
なお、計画に掲げる西多摩地域の将来像実現に向けて、下記事項に留意の上、協議会運営に努められるよう要望します。

き

1、西多摩地域の共通する課題に対し、構成市町村が協調して取り組むことにより、西多摩地域の一体てき整備の推進および住民福祉の増進を図ること。

2、計画に定める施策は、各市町村の長期総合計画等との整合が保たれるよう、構成市町村との連絡調整を図りながら推進すること。

3、それぞれの施策の推進にあたっては、世界共通の目標である、エスディージーズの実現を目指した事業を展開すること。また、施策を着実に進めていくため、東京都等の関係機関との連携をより一層強化するとともに、当審議会との意見交換を十分に行うこと。

以上

令和8年2月12日
西多摩地域広域行政圏協議会審議会　　
会長　山ざき　まさる　

（66ページ　説明終了）


（67ページから69ページまで　説明開始）

用語解説

【英数字】

ACP（人生会議）
Advance Care Planningの頭文字を取ったもの。
「人生会議」は、平成30年11月に厚生労働省が公表した愛称。人生の最終段階における医療・ケアについて、本人が医療・ケアチームと繰り返しはなし合う取組のこと（引用：厚生労働省ホームページ）。
以上

AI
Artificial Intelligence、＝人工知能
人間の脳がおこなっている知的な作業を、コンピュータで模倣したソフトウェアやシステム。人間の使う自然言語を理解したり、論理的な推論をおこなったり、経験から学習したりする、コンピュータプログラムなどのこと。
以上

DX
Digital Transformationの頭文字を取ったもの。
ICT（情報通信技術）の浸透が人々の生活をあらゆる面でよりよい方向に変化させること（引用：総務省「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画」【第5.0ばん】）。
以上

DXスプリント賞
各自治体のDXの取組等を都内自治体で共有・横展開するとともに、DXに取り組むマインドの機運醸成を図ることを目的に、東京都が令和5年度より開催している、「Tokyo区市町村DX award」における賞の1つ。「横展開のしやすさ」という観点で設けられた特別賞。
以上

eスポーツ
Electronic sportsのこと。
広義には、電子機器を用いて行う、娯楽、競技、スポーツ全般を指す言葉であり、コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦を、スポーツ競技として捉える際の名称のこと（引用：スポーツ庁ホームページ）。
以上

ICT
Information and Communication Technology、＝情報通信技術
情報処理および情報通信に関連する諸分野における技術・産業・設備・サービスなどの総称のこと。
以上

アイオーティー
Internet of Things、＝モノのインターネット
コンピュータなどの情報・通信機器だけでなく、世の中に存在する様々な物体（モノ）に通信機能を持たせ、インターネットを通して通信する仕組みのこと。
以上

RPA
Robotic Process Automation、＝ロボットによる業務自動化
これまで人間のみが対応可能と想定されてきた作業や、高度な作業を人間に代わって実施できる、ルールエンジンやAI、機械学習等を含む認知技術を活用して、代行・代替する取組のこと。
以上

エスディージーズ
Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略称。
平成27年9月の国連サミットで採択された、「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された、令和12年までの国際目標。持続可能な世界を実現するための17のゴールと、169のターゲットから構成され、「誰一人として取り残されない」と宣言。国および地方自治体が積極的に取り組むこととされている。
以上

【かぎょう】
かがん段丘
河川のちゅう・下流に、りゅうろに沿って発達する階段状の地形のこと。
以上

広域行政圏施策
市町村の区域を越えた、複数の市町村間の協力によって、住民サービスの提供を中心に市町村行政を行う方法として、(1)協議会 (2)機関及び職員の共同設置 (3)事務委託の3種の広域行政制度が創設された。平成21年に廃止され、今後の広域連携については、地域の実情に応じて、関係市町村の自主的な協議により取組が行われることとなった。
以上

合計特殊出生率
15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性が仮に、その年次の年齢別出生率で、一生の間に産むとしたときの、子どもの数に相当する。
以上

高齢化率
65歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合のこと。
以上

国立社会保障・人口問題研究所
厚生労働省に所属する国立の研究機関。
人口や世帯の動向を捉えるとともに、内外の社会保障政策や制度に関する研究を行う。
以上

【さぎょう】
再生可能エネルギー
繰り返し起こる自然現象から取り出すエネルギーの総称。
自然エネルギー（太陽光・太陽熱・ダム式発電以外の水力・風力・バイオマス・地熱・温度差など）と、リサイクルエネルギー（廃棄物の焼却熱利用・発電など）を指す。
以上

市街化調整区域
都市計画区域の無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るために必要があるときに定める区域のうち、市街化を抑制すべき区域として定める区域のこと。
以上

森林環境じょうよ税
森林環境税の税収を、「森林環境じょうよ税」として、都道府県・市区町村にじょうよされ、地域の実情に応じた森林整備等の財源に活用される。
以上

森林環境税
森林環境税は、令和6年度より、個人に課された国税で、個人住民税均等割と併せて、一人、年額1,000円が課税される。
以上

スケールメリット
組織や生産の規模を大きくすることにより得られる効果のこと。
以上

ステークホルダー
企業や組織等において、直接てき、または間接てきに影響を受ける、全ての人・団体のこと。
以上

ストック活用型のまちづくり
令和7年3月に策定された、「多摩のまちづくり戦略」で示された、まちづくりの定義。
インフラや建物などの既存ストックを有効に活用し、現在のまちの構造を大きく変えずに、既存の地域資源や歴史、文化など地域の個性や魅力をいかしながら進めていくまちづくりのこと。
以上

生物多様性
生物に関する多様性を示す概念。
生態系・生物群系または地球全体に多様な生物が存在していることを示す。
以上

【たぎょう】
脱炭素型地域
地球温暖化の原因となっている炭素の排出を防ぐために、化石燃料からの脱却を目指す地域のこと。
以上

た文化共生
国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会で共に生きていくこと。
以上

多摩産材
東京都内の多摩地域で生育し、生産された木材の一般的呼称。
以上

多摩振興アクションプラン
「2050東京戦略」を上位計画とし、そのビジョン等の実現に向けて、令和7年度からの概ね3かねんで、多摩に特化した視点で、地域の持続的発展に資する具体的な取組を示したもの。令和7年3月に東京都策定。
以上

多摩のまちづくり戦略
「2050東京戦略」や、「都市づくりのグランドデザイン」、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）」を上位計画とし、成長と成熟が両立した多摩の実現を目指して、2050年代に目指す将来像に向けた、との広域的なまちづくりの取組を示したもの。令和7年3月に東京都策定。
以上

地域循環共生圏
各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら、自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことで、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方。
以上

地域包括ケアシステム
団塊の世代が75歳以上となる令和7年を目途に、高齢者が住みなれた地域で自分の暮らしを、人生の最後まで続けることができるよう、「住まい」、「医療」、「介護」、「予防」、「生活支援」が一体てきに提供される体制のこと。
以上

秩父多摩甲斐国立公園
東京都・埼玉県・山梨県・長野県にまたがる、山岳と渓流が特徴的な国立公園で、東西約70㎞、南北約40㎞の広さを有する。国立公園としては、首都圏に最も近く、交通の便も良いため、多くの利用者が訪れる。
以上

長期総合計画
地方自治体が策定する全ての計画の基本であり、まちづくりの指針として、長期間にわたり基本理念や将来像を共有するもの。
以上

伝統工芸ひん
日常生活の用にきょうされ、製造過程の主要部分が手工業てきで、伝統的な技術・技法によって製造されるなど、5つの項目を全て満たし、伝統的工芸ひん産業の振興に関する法律に基づき、経済産業大臣の指定を受けた工芸ひんのこと。
以上

都市機能の集積を図るまちづくり
令和7年3月に策定された、「多摩のまちづくり戦略」で示された、まちづくりの定義。
再開発事業などの市街地開発事業や社会資本整備を進め、都市機能の集積を図るまちづくりのこと。
以上

土砂災害警戒区域
通称はイエローゾーン。
土砂災害が発生した場合に、住民の生命または身体に危害が生ずるおそれがあると認められる区域で、土砂災害を防止するために、警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域のこと（引用：東京都建設局ホームページ）。土砂災害防止法に基づき、土砂災害警戒区域と土砂災害特別警戒区域の指定を都道府県知事が行う。
以上

土砂災害特別警戒区域
通称はレッドーゾーン。
土砂災害が発生した場合に、建築物の損壊が生じ、住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる区域のこと（引用：東京都建設局ホームページ）。
以上

【なぎょう】
西多摩地域、入込観光客数調査
多様化する観光客のニーズを的確に把握し、西多摩地域を構成する市町村における、今後の観光施策や観光関係者の事業展開の基礎資料とする。来訪者数調査、利用実績調査、アンケート調査、観光消費額調査など。5年ごとに調査を実施。
以上

2050東京戦略～東京 もっとよくなる～
「未来の東京」戦略（令和3年3月に東京都策定）のもとで培った経験や成果を礎に、2050年代に目指す東京都の姿、「ビジョン」を実現するため、令和17年に向けて取り組む政策を取りまとめた、都政運営の新たな羅針盤とされている。令和7年3月に東京都策定。
以上

農業振興地域
市町村が将来的に農業上の利用を確保すべき土地として指定した区域のこと（引用：農林水産省ホームページ）。
指定は、国の定める「農業振興地域整備基本指針」に基づき、都道府県知事が行う。
以上

【ハぎょう】
ハケ
崖地形、丘陵、山地の片岸を指す地形めいのこと。段丘と段丘、低地の境の、高さ10メートルほどの崖。崖線のこと。
以上

ファイブGネットワーク
第5世代、移動通信システムのこと。
従来のフォーGと比べ、「超高速」、「多数同時接続」、「超低遅延」の3つの特徴がある。次世代の通信インフラとして、社会に大きな技術革新をもたらすと言われている。
以上

ふるさと回帰支援センター
東京・有楽町にある、公益社団法人ふるさと回帰・移住交流推進機構が運営する、都市と地方の交流・移住・定住を支える、全国移住相談窓口。専属相談員が常駐し、46都道府県等の資料コーナーなどを設置している。ねんに一度、移住相談イベント、「ふるさと回帰フェア」を開催している。
以上

【まぎょう】
マイクロプラスチック
5mm未満の微細なプラスチックごみのこと。
近年、海洋生態系への影響が懸念されている。いろいろなプラスチック製品から発生しているといわれており、人工芝（敷物、マット等に使われるパネル型の人工緑化製品を含む）や、衣料ひん等に使用されている合成繊維もその発生げんの一つとされている（引用：環境省）。
以上

（67ページから69ページまで　説明終了）


（70ページ　説明開始）

エスディージーズの視点からみた行政圏の取組

目標1、貧困をなくそう、については、以下2つの施策で取組を行う。
連携テーマ3、安全・安心・快適な暮らしを支える、行政サービスの広域化における、施策3の1、住民サービスを向上する
連携テーマ4、あすの西多摩を支える、ひと・組織の育成・活用における、施策4の2、子育てを支援する
以上

目標2、飢餓をゼロに、については、以下1つの施策で取組を行う。
連携テーマ1、西多摩地域のブランド育成とプロモーションの推進における、施策1の3、地域ブランドを育成する
以上

目標3、すべての人に健康と福祉を、については、以下1つの施策で取組を行う。
連携テーマ3、安全・安心・快適な暮らしを支える、行政サービスの広域化における、施策3の4、医療介護ネットワークシステムを構築する
以上

目標4、質の高い教育をみんなに、については、以下2つの施策で取組を行う。
連携テーマ4、あすの西多摩を支える、ひと・組織の育成・活用における、施策4の1、人材を育成する、および施策4の2、子育てを支援する
以上

目標5、ジェンダー平等を実現しよう、については、以下2つの施策で取組を行う。
連携テーマ1、西多摩地域のブランド育成とプロモーションの推進における、施策1の2、魅力を発信する
連携テーマ4、あすの西多摩を支える、ひと・組織の育成・活用における、施策4の6、地域共生社会を目指す
以上

目標6、安全な水とトイレを世界中に、については、以下1つの施策で取組を行う。
連携テーマ3、安全・安心・快適な暮らしを支える、行政サービスの広域化における、施策3の1、住民サービスを向上する
以上

目標7、エネルギーをみんなに、そしてクリーンに、については、以下1つの施策で取組を行う。
連携テーマ2、西多摩の自然を生かした、持続可能な地域づくりにおける、施策2の4、脱炭素型持続可能な地域づくり
以上

目標8、働きがいも、経済成長も、については、以下2つの施策で取組を行う。
連携テーマ1、西多摩地域のブランド育成とプロモーションの推進における、施策1の4、移住・定住を促進する
連携テーマ2、西多摩の自然を生かした、持続可能な地域づくりにおける、施策2の1、多摩産材を活用する
以上

目標9、産業と技術革新の基礎をつくろう、については、以下1つの施策で取組を行う。
連携テーマ3、安全・安心・快適な暮らしを支える、行政サービスの広域化における、施策3の3、公共交通の利便性を向上する
以上

目標10、人や国の不平等をなくそう、については、以下3つの施策で取組を行う。
連携テーマ3、安全・安心・快適な暮らしを支える、行政サービスの広域化における、施策3の4、医療介護ネットワークシステムを構築する
連携テーマ4、あすの西多摩を支える、ひと・組織の育成・活用における、施策4の5、地域コミュニティと連携する、および施策4の6、地域共生社会を目指す
以上

目標11、住み続けられるまちづくりを、については、以下10の施策で取組を行う。
連携テーマ1、西多摩地域のブランド育成とプロモーションの推進における、施策1の2、魅力を発信する、1の3、地域ブランドを育成する、および施策1の4、移住・定住を促進する
連携テーマ2、西多摩の自然を生かした、持続可能な地域づくりにおける、施策2の3、生物多様性を保全する
連携テーマ3、安全・安心・快適な暮らしを支える、行政サービスの広域化における、施策3の1、住民サービスを向上する、施策3の2、公共施設の課題に取り組む、施策3の3、公共交通の利便性を向上する、および施策3の6、空き家等の利活用
連携テーマ4、あすの西多摩を支える、ひと・組織の育成・活用における、施策4の3、地方分権改革で課題解決する、および施策4の4、スケールメリットを生かす
以上

目標12、つくる責任、つかう責任、については、以下1つの施策で取組を行う。
連携テーマ2、西多摩の自然を生かした、持続可能な地域づくりにおける、施策2の4、脱炭素型持続可能な地域づくり
以上

目標13、気候変動に具体的な対策を、については、以下4つの施策で取組を行う。
連携テーマ2、西多摩の自然を生かした、持続可能な地域づくりにおける、施策2の2、自然環境を保全する、施策2の4、脱炭素型持続可能な地域づくり、および施策2の5、森林を整備する
連携テーマ3、安全・安心・快適な暮らしを支える、行政サービスの広域化における、施策3の5、災害対策に取り組む
以上

目標14、うみの豊かさを守ろう、については、以下1つの施策で取組を行う。
連携テーマ2、西多摩の自然を生かした、持続可能な地域づくりにおける、施策2の2、自然環境を保全する
以上

目標15、陸の豊かさを守ろう、については、以下6つの施策で取組を行う。
連携テーマ1、西多摩地域のブランド育成とプロモーションの推進における、施策1の1、観光を振興する、および施策1の3、地域ブランドを育成する
連携テーマ2、西多摩の自然を生かした、持続可能な地域づくりにおける、施策2の1、多摩産材を活用する、施策2の2、自然環境を保全する、施策2の3、生物多様性を保全する、および施策2の5、森林を整備する
以上

目標16、平和と公正をすべての人に、については、以下1つの施策で取組を行う。
連携テーマ4、あすの西多摩を支える、ひと・組織の育成・活用における、施策4の6、地域共生社会を目指す
以上

目標17、パートナーシップで目標を達成しよう、については、以下7つの施策で取組を行う。
連携テーマ1、西多摩地域のブランド育成とプロモーションの推進における、施策1の1、観光を振興する
連携テーマ3、安全・安心・快適な暮らしを支える、行政サービスの広域化における、施策3の2、公共施設の課題に取り組む、施策3の5、災害対策に取り組む、および施策3の6、空き家等の利活用
連携テーマ4、あすの西多摩を支える、ひと・組織の育成・活用における、施策4の1、人材を育成する、施策4の4、スケールメリットを生かす、および施策4の5、地域コミュニティと連携する
以上
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奥付

西多摩地域広域行政圏計画
令和8年度、西暦2026年度から令和12年度、西暦2030年度まで
令和8年、西暦2026年3月発行

発行：西多摩地域広域行政圏協議会
〒198-8701、東京都青梅市ひがし青梅、1の11の1（青梅市役所内）
代表電話、0428-22-1111
ホームページ、https://www.nishitama-kouiki.jp/
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背表紙

西多摩地域広域行政圏協議会
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